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様式第５号 

令和７年度 学校関係者評価実施報告書（まとめ用） 

 

学校番号 24 学 校 名 静岡県立吉原工業高等学校 校 長 名 増田 陽一 

 

本年度の取組（重点目標はゴシック体で記載） 

  

取組目標 
達成方法

（取組手段） 
成果目標 

担 

当 

部 

署 

達成状況 

学

校

自

己

評

価 

関

係

者

評

価 

意見 

ア 

安全教育

の推進と

危機管理

能力の向

上 

交通マナーおよ

び危険予知の向

上を図る。 

・「登下校時、交通法

規を遵守している」

と答える生徒 100％

達成。 

・イエロー切符受領

者各学年 20 人未満。 

生徒支

援部 

・交通法規を遵守して

いると答えた生徒は

99％と高い数値とな

ったが、実際には交通

法規を守れていない

生徒が一定数いる。 

・イエロー切符受領者

は 10 月末段階で延べ

54 人、また 1・2 年生

は 20 人を超えた。 

Ｂ Ｂ 道路交通法改正

で16歳以上が青切

符の対象となる。

実践的な学習を並

行して行うことが

重要。 

法規厳守につい

て課題を明確に示

している点を評価

したい。自己申告

と実態との差があ

ることが今後の課

題と感じる。 

生徒の意識は高

く、日頃の指導を

感じる。家庭と連

携しながら行動改

善につなげたい。 

自転車通学者が

主体的に車両整

備に取り組む。 

・ＴＳマークに関す

る指導を徹底し、整

備不良事故０件。 

生徒支

援部 

・整備不良が起因とな

る事故は発生しなか

った。 

Ａ Ａ 整備不良が起因

する事故ゼロを評

価する。自ら危険

を防ぎ、適切に対

処しようとする姿

勢に感心した。 

事故０は大きな

安心につながる。 



2 
 

自治体等、地域

との連携を深

め、地域安全に

貢献する。 

・地域防災訓練への

参加率 65％以上。訓

練不参加者へ学習機

会の提供。 

・「地震等大規模災害

発生時の連絡方法や

行動について親と話

し合って決めてい

る」と答える生徒

70％以上。 

・外部機関と連携し

た実践的な防災教育

の継続。 

総務部 

・地域防災訓練への参

加率は、生徒、教職員

合わせて 48.2%だっ

た。 

・地震等大規模災害に

向け、用意はしている

が、親と話し合う生徒

はほとんどいない。 

・自衛隊の方に防災講

話をしていただき、現

地での様子や実体験

を聞くことができた。 

Ｂ Ｂ 突発的な豪雨災

害も各地で目立っ

ており、防災講話

のテーマとして体

験談を取り入れて

はいかがか。聴講

者を保護者にも広

げるとよい。 

地域防災訓練へ

の参加率が目標未

達成で残念。家族

との申し合わせの

大切さも伝えて欲

しい。 

実践的な学びは

良い取り組み。保

護者への働きかけ

も期待する。 

予防的危

機管理の

実施 

実習・実験等に

よる安全管理を

徹底する。 

・工場安全パトロー

ルに対応し、実習室

の整理整頓を行うと

ともに、事故０達成。 工業科 

・安全パトロールの指

摘を受け、改善を進め

た。また、普段から整

頓を心掛け、学期末に

不用品を整理した。細

かな安全教育を実習

時に行った。 

Ａ Ａ 高く評価する。

細かな安全教育を

複数回行う事は重

要であり加えて最

近のヒヤリハット

の共有も行うと効

果が上がる。 

生徒の生活面の

状況を把握し、

早期指導に繋げ

る。 

・面接週間の定期的

な実施：各学期１回。 

・生活アンケートの

定期的な実施：各学

期１回。 

学年部 

・各学期、最低１回の

面接週間を設け、担任

を中心に実施するこ

とができた。 

生活アンケートを毎

学期実施できた。 

Ａ Ａ 生徒が抱える潜

在的な不安や問題

を早期に発見する

意味でも引き続

き、きめ細かな対

応をお願いする。 

忙しい中、各学

期１回の面接を実

行しているのは評

価される。 

面談やアンケー

トで丁寧に向き合

って頂き心強い。 
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健康指導

の推進 

他団体との連携

を推進するとと

もに、健康に関

する知識・能力

を高める。 

・朝食欠食者へのセ

ミナーの充実。 

・朝食摂取率 95％以

上。 

・歯磨き習慣に関す

る実態把握と率向

上。 

・新入生オリエンテ

ーションでの保護者

への呼びかけや、健

康管理を題材とした

全校集会を実施する

ことで、健康診断結

果による再検査受診

率を向上させる。 

保健支

援部 

・個別に聞き取りして

調査したところ、朝食

摂取率は 85.8%であっ

た。 

・う歯を処置する必要

性を認識させるため、

広報誌（掲示物）を４

回発行した。なお、該

当者の受診率は 28.9%

であった。 

・歯科以外の再検査受

診率は平均 59.3％で

例年と同程度であっ

た。 

Ｂ Ｂ 朝食摂取率は昨

年度 89.4%で、そこ

まで変わりはな

い。管理栄養士や

スポーツ栄養プラ

ンナーの講話が効

果的ではないか。 

朝食摂取率や歯

科受診率など、生

活習慣に関する数

値が十分に伸びな

い点について、学

校だけでなく家庭

との連携の必要性

を感じる。 

自己の健康管理

を意識させる新

体力テストで、

男女ともに表彰

を目指す。 

・「１年間で体力が向

上した」と答える生

徒 90%以上。 
保健体

育科 

・体力が向上したと答

えた生徒は 85%で、目

標には達しなかった。 

Ｂ Ｂ 自転車通学が多

い環境は、体力向

上を実感する一

因。継続的な取り

組みを期待する。 

イ 

自立や社

会参画へ

向け、生

徒一人ひ

とりの教

育的ニー

ズの把握

と適切な

指導およ

び必要な

支援の実

践 

不登校や学校不

適応を早期把握

し、支援･指導を

充実させること

で、生徒を救い

育て卒業へ導

く。 

・「チーム担任」によ

る学級経営力の強

化。各クラス３名の

正副担任による取

組。 

・適切なタイミング

での保護者連携方法

の運用と確立。 

・ケース会議の随時

開催。 

・必要に応じた個別

の指導計画の作成と

活用。 

 

・教職員間の情報共

有強化へ向け情報交

換会の週１回定期開

催の拡大(１年部１

ｈ・2/3 年部１ｈ、

保健支

援部 

学年部 

・各クラス、HR に副担

も同席し、指導を行う

など学級経営力を強

化することができた。 

・教職員間の密な情報

交換の場として、週１

回の情報交換会を、保

健支援部・生徒支援

部・学年部・管理職を

交えて行うことがで

きた。 

・スクールソーシャル

ワーカー（ＳＳＷ）に

月数回来校していた

だき、専門家の視点か

ら生徒や保護者に対

応していただいた。 

・週１回、学年別に生

徒の状況について情

Ｂ Ａ 多くの目で生徒

の様子を観察で

き、細かな声掛け

ができたことは大

きく評価できる。

職員同士の細かな

情報共有の機会が

あることで、現場

を任される先生方

の悩みを早期に把

握できる。課題と

なるのは、まとま

った職員の時間を

確保することが難

しくなっている点

であり、どのよう

に工夫していくか

大変だと察する。 

チーム担任制や
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月１回 SSW 参加)と

校内研修の開催１回

以上。 

・命を守る教育とし

て①年度当初全職員

へ関係資料の配布②

厚生労働省による２

学期当初の自殺防止

の取組を活用③LHR

で警察署員を招いた

「命の大切さを学ぶ

教室」の開催。④職

員安全衛生委員会と

連携し窓ロックの設

置(目が届きにくい

トイレ等)⑤教職員

対象普通救命講習の

早期実施(５月中間

テスト初日)。 

・教育相談調査票(入

学時提出)および保

健調査票等の見直

し。 

報を共有した。 

・命の大切さに対する

認識を高めるための

取組①～⑤を計画の

とおり実施できた。 

・教育相談票と保健調

査票については、質問

の意図が正確に伝わ

るよう文言を修正し

た。 

外部機関との連

携、情報の共有な

ど多忙な中良く取

り組んでいると思

う。不登校・不適

応への対応は非常

に丁寧で、学校と

して「生徒を見捨

てない」姿勢が伝

わってくる。 

学校全体で支え

る体制が整ってお

り、温かいサポー

トに感謝する。 

新生徒指導提要

および新学習指

導要領に則り、

積極的に外部機

関を活用するこ

とで指導を充実

させる。 

・児童相談所やＮＰ

Ｏ法人、および警察･

市役所等の外部機関

との連携を更に強化

する。その一環とし

て関係機関から障害

者の就業支援につい

て説明する機会を設

けることを検討す

る。 

保健支

援部 

生徒支

援部 

進路支

援部 

学年部 

・医療機関や富士市若

者相談窓口「ココ☆カ

ラ」、児童相談所など、

必要に応じて外部機

関の協力を求め、活用

することができた。 

Ａ Ａ ぜひ、引き続き

外部機関（特に医

療・福祉）と連携

を密にした対応を

お願いしたい。 

専門機関との連

携は大きな安心に

つながる。 
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「成年年

齢 ･ 選 挙

権年齢の

引 き 下

げ」およ

び「こど

も 基 本

法」の成

立等の社

会変化に

対応した

指導の実

践 

教科指導と特別

活動の往還によ

り、成年年齢･選

挙権年齢の引き

下げに対応す

る。 

・消費者講座、労務

講座等と連動した教

科指導の実践。 

・地域選挙管理委員

会と連携し、主権者

教育を実施したうえ

での生徒会選挙の実

施。 

関係 

教科

(社会) 

生徒支

援部 

・３月に２年生を対象

に、富士市選挙管理委

員会の協力のもと出

前講座を実施し、投票

における判断材料の

吟味や模擬投票の実

践を通して、信託の意

識を高めた。 

Ａ Ａ 判断材料を吟味

する際に SNS の情

報に流されず、ど

う見極めるかが重

要な事だという事

も学んでほしい。

情報源の信頼性や

事実関係を確認す

る姿勢が重要だ。 

実践的な学びが

生徒の社会意識を

育てる。 

新生徒指導提要

で重視されてい

る、発達支持的

生徒指導を推進

することで、生

徒の自己決定権

を尊重しながら

自己指導能力を

伸張し、主体的･

持続的で正しい

行動習慣を涵養

する。 

・TPO に合わせた、

主体的な行動･選択

習慣を身に付けさせ

るため「校則の見直

し」へ生徒会の意見

を反映させる。 

生徒支

援部 

・生徒総会での意見を

踏まえ、校則の一部改

訂にむけて生徒の意

見を反映させる準備

を整えた。 

Ｂ Ｂ 自由には責任が

伴い、制限のある

不自由よりも厳し

さや難しさを感じ

る場面もある。自

分を律する姿勢が

求められることも

伝えてほしい。 

生徒の意見をよ

く聞く姿勢を見せ

るのはいいこと。、

少しでも取り入れ

られれば、意見を

出すことの大切さ

を感じてくれる。 

ウ 

キャリア

教育の推

進による

能力・適

性・希望

に応じた

きめ細や

かな進路

指導 

進路意識の早期

定着と向上を目

指し、新たに整

理した系統的な

進路指導体制

(「高校生のキャ

リアワーク」「志

望理由」の活用

計画の作成、就

職希望者全員の

「求人票閲覧シ

ステム」への移

・「進路行事を通して

進路意識が向上し

た」と答える生徒

95％以上。 

・「進路について親と

話をする」と答える

生徒 90%以上。 

進路支

援部 

学年部 

管理職 

・「進路行事を通して

進路意識が向上した」

と答える生徒は

86.7%,「進路について

親と話をする」と答え

る生徒は 79.4%という

アンケート結果であ

った。２年生の進学者

には冬休みに「保護者

との進路アンケート」

を実施し、親子で進学

について考える機会

Ａ Ａ 文句なくＡ評価

だと思う。先生方

や事務、外部連携

等、関係者の皆さ

んを含め、学校を

支えるすべての

方々のご尽力の成

果だと思う。この

成果をもっとPRし

て頂きたい。 

丁寧な進路指導

が生徒の意識づく
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行、「進路検討

会」への管理職

参加)を充実さ

せることで、進

路実現を支援す

る。 

を持った。また、３学

期当初の担任面談に

資料を活用できた。 

「高校生のキャリア

ワーク」「志望理由」

の活用計画の作成、就

職希望者全員の「求人

票閲覧システム」への

移行、「進路検討会」

への管理職参加を達

成することができた。 

りに役立っている

と感じる。 

商工会議所等と

連携し、地域の

産業理解を推進

する。 

・文化祭や放課後の

時間を活用した地域

企業による校内での

ブース設置、延べ 15

社以上。 

・生徒アルバイト先

に関する商工会議所

との連携協議。 
進路 

支援部 

生徒 

支援部 

・文化祭での出展、キ

ャリアカフェなど、多

くの企業が本校の行

事に関わることで、地

域の産業理解を促進

することができた。 

・生徒のアルバイト意

向の調査を行った。 

Ａ Ａ 素晴らしい取り

組みが確かな成果

として表れてい

る。大いに評価で

きる点であり、今

後も継続して取り

組んでほしい。来

場者（特に小中学

生）に企業が参加

している様子を見

てもらうことはプ

ラスである。 

沢山の好事例が

生まれてきている

ので、今後も地元

企業との連携を続

けて頂きたい。 

進路学力とし

て、基礎基本の

習得に加え、生

徒個々で異なる

進路目標を達成

するための支援

を充実させる。 

・進学模試や小論文

模試などの有効活用

を通した偏差値の向

上。 

・大学進学希望者に

関する進路検討会の

定期開催（大学入学

共通テスト受験対象

者の検討を含む）。 

・学びの基礎診断の

有効活用と、前回比

進路支

援部 

教務部 

学年部 

・大学進学志望者に対

し、進研模試や小論文

模試の受験を促し、学

力の向上を目指して

補講を計画的に実施

できた。同時に、「卒

業生の話」や「３年生

と下級生との座談会」

を実施し、具体的な進

路計画を考える機会

を持つことができた。 

Ａ Ａ 吉原工業高校は

就職実績が豊富で

あると同時に、進

学面でも専門分野

の進路実績が豊富

であり、生徒の将

来の選択肢が大き

く広がっている。

このイメージがさ

らに広がれば生徒

確保のみならず学
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較で GTZ向上者 30％

達成およびＤ３取得

生徒への支援。 

・大学志望者だけでな

く、専門学校への志望

者に対しても進路講

演会を実施した。 

・公募推薦の進路検討

会は夏休みに実施。 

・GTZ 向上者は、全体

の 43.2％（166 人）担

任や各教科担当から、

Ｄゾーンを中心に生

徒への個別の声掛け

や指導を実施した。 

校のブランディン

グの強化にも大い

にプラスになる。 

多延的なサポー

トが充実してい

る。 

インターンシッ

プ、ワークラリ

ー、海外インタ

ーンシップ等、

地元企業との連

携を密にし、キ

ャリア教育の充

実を図る。 

・「インターンシップ

等をとおして、進路

意識が向上した」と

答える生徒 95％以

上。 

・「インターンシップ

等をとおした企業研

究により企業理解が

深まった」と答える

生徒 95%以上。 

学年部 

・「インターンシップ

等をとおして、進路意

識が向上した」と答え

た生徒 69.9％（２年生

のみ 92.3％）。 

・「インターンシップ

等をとおした企業研

究により企業理解が

深まった」と答えた生

徒 69.6％（２年生のみ

91.5％）。 

Ｂ Ｂ 多くの生徒がイ

ンターンシップを

通じて意識を高

め、企業理解を深

めた結果は素晴ら

しい。取り組みの

価値は高い。 

低学年段階から

の動機付けや意識

を持たせる方法な

ど課題がある。 

基本的生

活習慣の

確立と職

業人倫理

観の向上 

アフターコロナ

を意識した出席

率の向上。時間

厳守と挨拶の励

行。 

・毎日の登校指導の

実施。 

・遅刻を各学年 1 日

あたり１人未満に抑

える。 

生徒支

援部 

教務部 

・登校指導により、生

徒の表情の変化を察

することで生徒支援

に活かせた。 

・遅刻者は、 

１年生 0.5 人/日 

２年生 0.8 人/日 

３年生 0.5 人/日 

Ａ Ａ 挨拶が出来ない

生徒は１年生か。

学年が上がるにつ

れて改善傾向とな

るのか。 

成果のある指導

ができている。 

学びへ向けた教

室文化を醸成す

ることで、生徒

の学習環境を整

える。 

・学習意欲を喚起す

るための授業改善。 

・必要に応じた教科

担当者会議の開催。 
教務部 

・定期テストにおいて

別室対応の運用体制

を構築した。また、多

様な学習ニーズに向

けた対応として、教科

担当者会議を行い、遠

隔授業を２件実施し

た。 

Ａ Ａ 遠隔授業や別室

受験を行うための

体制構築という事

で、次の展開に期

待している。 

学びやすい環境

づくりが進んでい

て良い。 
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教科指導と特別

活動により年間

を通して切れ目

のない人権教育

を実施する。 

・「人権を意識し、校

則(ソーシャルメデ

ィアポリシーを含

む)や社会のルール

を守ろうとしてい

る」と答える生徒

100％の達成。 

生徒支

援部 

教務部

(情報) 

学年部 

各教科 

・校則を守ろうとして

いると答えた生徒は

98%であった。 

・情報講話や全校集

会、学年集会で情報リ

テラシーに関する教

育を実施した。 

Ａ Ａ 情報リテラシー

や人権に関する教

育は今後ますます

重要。生徒自身が

身近な事例や話題

を通して発信・発

表する機会を設け

ることは実践的な

学びにつながる。 

生徒手帳への記

入習慣化等を通

して、自己管理

力 の 伸 張 を 図

る。 

･生徒手帳活用に関

する新たな方策の策

定と運用。 

・「やるべきときに、

やるべきことがやれ

た」と答える生徒

95％以上。 

学年部 

・「やるべきときに、

やるべきことがやれ

た」と答える生徒は

76.2%であった。 

Ａ Ａ 目的は自己管理

力を伸ばすこと。

手帳は自己管理力

を高めるツールと

して最適である。 

大切な取り組み

であり、さらなる

成長を期待する。 

エ 
学習指導

の充実 

公開授業を充実

させることで授

業 改 善 に 繋 げ

る。 

他教科との授業

交流を行い、授

業改善（教材研

究）に積極的に

取り組む。この

時、教科横断的

視点の導入を踏

まえた取組を考

慮する。 

・公開授業を外部へ

も公開する。オープ

ンスクールと合わせ

て一般来場者 200 人

以上。 

・公開授業週間にお

ける教員相互の授業

参 観 率 100 ％ 達      

成。 

・自主的な研究授業

実施者 15 人以上。年

次研修者による積極

的な取組。配布資料

はワークシートのみ

でも可。 

教務部 ・公開授業オープンス

クールの２回外部へ

授業公開をおこなっ

た。展示物の準備につ

いて持続的に更新で

きる流れを構築し、展

示物が充実するため

の方法を考えた。 

一般来校者 156 人。 

・公開授業週間におけ

る授業参観率 83.3％ 

・自主的な研究授業実

施者３人であった。 

Ｂ  Ｂ 一般来場者は昨

年 134 人に対して

今年は 156 人で十

分評価出来る。研

究授業の実施が減

っている要因は先

生方の時間確保の

問題からか。実施

方法の工夫をする

と良い。 

公開授業や研究

授業への教員参加

率が目標に届いて

いない点について

は課題と感じる。 

校内で互いの授

業を参観する機会

はとても重要。生

徒の新たな一面を

発見する機会とも

なるので積極的に

行ってほしい。 
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新学習指導要領

の 趣 旨 を 踏 ま

え、授業改善･学

習評価改善への

取 組 を 一 層 進

め、生徒が主体

的に取り組める

授業づくりを行

う。 

・「興味を持って主体

的に取り組める授業

がある」と答える生

徒 100％達成。 

・「授業が分かりやす

い」と答える生徒

95%以上。 

教務部 ・「興味を持って主体

的に取り組める授業

がある」と答えた生徒

91.3％。 

・「授業が分かりやす

い 」 と答 え た生 徒

84.6％ 

Ａ Ａ 授業が分かりや

すいと答えた生徒

は大きく伸びてお

り、大変評価でき

る。内発的動機づ

けを意識して授業

に工夫を凝らして

いるからこそ生ま

れた数字である。 

主体的な学びや

授業改善に向けた

取組が着実に進ん

でいることが結果

から読み取れる。 

新学習指導要領

に則った、生徒

の１人１台端末

の活用推進およ

び教育の情報化

推進。 

・教職員研修の実施

（端末活用研修の継

続、HP・SNS アップ

研修の実施）。 

教務部 

（情

報） 

・学級閉鎖によりテス

ト日程が変更となっ

たため実施できなか

ったが年間を通じて

個別対応により SNS投

稿や HP掲載が増えた。 

Ａ Ａ 授業の分かりや

すさ、また教職員

の支援にも通じ

る。継続的な支援

をお願いしたい。 

情報発信の手段

が増えたことで、

学校の活動状況を

知る機会が増える

ことは良い。 

生徒への学習指

導状況と効果を

踏まえ、指導体

制を見直す。 

・新学科による教育

課程が完成年度を迎

えることから、教育

課程の見直しを行

う。 

教務部 

各教科 

・教育課程の見直しを

産業現場や進路実現

の観点で機械工学科

と理数化学科で行っ

た。 

Ａ Ａ 工業科は専門性

が強い一方で基礎

が十分でない生徒

もいると伺った。

学習が遅れそうな

生徒への早期フォ

ロー体制が充実し

ていると生徒も安

心できる。 

「役立ち

感育成プ

ロジェク

ト」の推

進 

地域との交流を

積極的に行うこ

とにより、コミ

ュニケーション

能力と自己有用

感を育てる。 

・「この 1 年間で、他

団体との交流やボラ

ンティア活動に参加

したことがある」と

答える生徒 65％以

上。 

未来

戦略

委員

会 

・「この 1 年間で、他

団体との交流やボラ

ンティア活動に参加

したことがある」と答

えた生徒は 56.6％（昨

年 48.2％）だった。 

Ａ Ａ 昨年に比べ参加

率は増えたものの

目標値には達成し

ていない。防災訓

練などもそうだが

地域連携強化を。 
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生徒のチャレン

ジ精神を育成す

ることを通し

て、自己有用感

を醸成する。 

・「吉工 TED」の試

行を行う。※TED 

＝ Technology 

 Entertainment 

Design 

・生徒に意欲向上を働

きかけるため、先生か

ら日頃授業では聞く

ことができない体験

談を提供する機会を

持つことができた。 

Ａ Ａ とても素晴らし

い画期的な取り組

みだと思います。 

先生方の話が生

徒の刺激になって

いると思う。 

オ 

Society5

.0 を生き

抜く人材

育成へ向

けた産業

教育の推

進 

探究的な学びを

充実させるとと

もに、新学科対

応へ向けた実

験･実習の工夫･

改善を行い、生

徒の学習成果の

発表機会を充実

させる。 

・「ものづくりに興味

を持っている」と答

える生徒 90％以上。 

・イベントや出前講

座等による学習成果

の発表を年間３回以

上（各工業学科ご

と）。 

工 

業 

科 

・ものづくりに興味を

持っている 83.2％ 

 実習日誌を作成し、

座学においても製作

を行うなど、ものづく

りに興味を持たせる

よう工夫した。 

・各科で出前講座等を

３回～８回行い、地域

の人達に本校を PR す

るとともに学習成果

を発表した。 

Ｂ Ｂ ２つの全国大会

に出場したことは

大きな成果。取り

組みが広報活動や

生徒募集に確実に

結びつき、地域か

らの評価にもつな

がっている。 

ものづくりへの

興味の数値が目標

に届いていない点

は残念。授業と地

域産業・先端技術

の繋がりを明確に

し、興味を引き上

げて欲しい。 

高大連携や

企業等によ

る外部指導

者の充実お

よび専門的

スキルの向

上と視覚化 

外部指導者を積

極的に活用する

ことで、工業教

育 を 充 実 さ せ

る。 

・外部指導者の活用

を年間３回以上（各

工業学科ごと）。 

工 

業 

科 

・技能検定指導や課題

研究指導など各科３

回～６回外部指導者

を活用し工業教育の

充実を図った。 

Ａ Ａ 外部指導者から

実践的な制作技術

を学ぶ取り組み

は、生徒・教員・

企業の三者にとっ

て気付きや学びを

もたらす有意義な

機会である。 

生徒の技術･技

能力向上に取り

組み、資格検定

取得者数の増加

を図る。 

・「資格取得に向け、

積極的に取り組んで

いる」と答える生徒

80%以上。 

工 

業 

科 

・資格取得に向け、努

力した 83.6％ 

・各科で検定、資格指

導を行った。第一種お

よび第二種電気工事

士の補講を放課後、乙

種４類危険物の補習

を始業前に行った。 

Ａ Ａ 資格取得に向け

て取り組む生徒の

割合が大きく伸び

ている点に驚い

た。資格の価値が

生徒に伝わってい

る証拠。日頃の声

掛けや外部指導

者、キャリアカフ
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ェなどの継続的な

取り組みの賜物。 

素晴らしい結

果。「資格が欲し

い」だけでなく、

ものづくりに生か

すことへの興味に

繋げてほしい。 

工業高校で学ん

だ知識技能を外

部大会で発揮す

る機会を提供す

る。 

・技能競技大会等へ

積極的に参加し、４

種目以上で上位入賞

する。 

工 

業 

科 

・ロボットアイディア

甲子園に挑戦した 

 

・高校生ものづくりコ

ンテスト３種目にエ

ントリーした。 

・全国プラモデル選手

権大会 単体部門 コ

トブキヤオリジナル

IP コース 優秀賞 

Ｂ Ａ 各種競技大会の

積極的な参加や、

結果を正門前の垂

れ幕などで広報す

る取り組みは、生

徒の自己有用感を

高め、周囲の生徒

にも良い影響を与

える。 

全国大会出場な

ど具体的成果が出

ており、学校のブ

ランド力向上にも

寄与していると感

じる。 

企業人とし

て必須であ

る安全意識

の確実な醸

成 

実習･実験時に

おいて、５Ｓに

関する指導を徹

底 し て 実 践 す

る。 

・「実習･実験では、

５Ｓおよび安全確保

を意識して取り組ん

でいる」と答える生

徒 100%達成。 

工 

業 

科 

・実習･実験で、「５Ｓ

および安全確保を意

識して取り組んでい

る」と答える生徒は

97.9％だった。 

・毎回の実習に安全教

育および清掃を実施

した。 

・ヒヤリハット報告書

を作成した。 

Ｂ Ｂ 安全教育に力を

入れている点を高

く評価する。ヒヤ

リハット報告書

は、生徒や先生方

等で共有すれば安

全に向け効果を発

揮していく。 

高い目標値であ

るが、企業として

大変重要なこと。

その意識を高めて

ほしい。ヒヤリハ

ット報告書づくり

はよい。 
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服育の一環とし

て、実習服着用

指導を行うこと

で、相乗的効果

を上げる。 

・入学時オリエンテ

ーションで実習服に

関する内容を入れ

る。 

生徒

支援

部 

工業

科 

・事故が起こるメカニ

ズムに触れながら、適

切な説明をした。 

 

Ａ Ａ 保護者へ説明す

る機会を設けるこ

とは非常に有意義

である。 

事故防止の観点

を理解する良い取

り組みである。 

カ 

ホームル

ーム活動

および生

徒会活動

の自主的

な運営 

行事等を成功さ

せ、自己有用感

を育む。 

各専門委員会の

活動を活性化さ

せ、主体性およ

び協調性を育て

る。 

・「伝統行事である吉

峰祭に積極的に参加

し、係の仕事を行っ

た」と答える生徒

100％達成。 

・清掃活動や環境整

備作業に積極的に取

り組んでいると答え

る生徒 70％以上。 
生徒支

援部 

総務部 

・95％の生徒が、積極

的に仕事を行ったと

回答した。当日対外試

合で参加できない生

徒がいたことを考慮

すると、十分な成果で

ある。 

・清掃活動や環境整備

作業に積極的に取り

組んでいると答えた

生徒は 87.1%だった。 

Ａ Ａ 企業連携を深め

ながら実施される

吉峰祭は新たな伝

統として定着しつ

つある。他校の文

化祭とは一線を画

しており、各科の

出し物や特色が

“ものづくりの楽

しさ”として表現

されている点が大

きな魅力。今後さ

らに地域社会へ広

く周知されるべき

価値がある。 

吉峰祭に企業参

加した。皆さんの

行動、意欲が見え

る展示が素晴らし

かった。 

部活動の

活性化 

部活動の活動計

画に沿って、効

率的効果的に活

動し、参加し易

い 環 境 を 整 え

る。 

生徒による応援

活動により愛校

心を育て、選手

の自己有用感の

醸成を図る。 

・「部活動に無断で休

まず取り組んでい

る」と答える生徒

80％以上。 

・部活動壮行会の定

期的な開催。 
生徒支

援部 

・83％の生徒が、部活

動に休まず取り組ん

だと回答した。 

 

・高校総体前の運動部

壮行会、野球応援、東

海大会、全国大会に参

加する部活動、個人に

対して適宜壮行会を

行った。 

Ａ Ａ 主体的に部活動

に取り組む姿勢を

育むことが、探究

的な学びにもつな

がる。地元企業を

巻き込んだ取り組

みが他の部活動に

も広がれば、資金

面でも活動面でも

新たな可能性が生

まれてくる。 
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読書活動

を通した

知性・創

造力の育

成 

本に親しむ習慣

を身に付けさせ

るとともに図書

館活用の促進を

図る。 

・図書だよりの定期

的な発行と貸出数の

増加。 

・「朝読書の時間は有

意義だ」と答える生

徒 80％以上。 

・「図書館やフリーレ

ンタルブックコーナ

ーにある本を今年度

読んだ」と答える生

徒 70％以上。 

図書･研

修部 

・図書だより発行数は

年間で５部。図書の貸

し出し数は 351冊。（昨

年度 383 冊） 

・「朝読書の時間は有

意義だ」と答えた生徒

は 64.7％であった。 

・「図書館やフリーレ

ンタルブックコーナ

ーにある本を今年度

読んだ」と答える生徒

47.6％であった。 

Ａ Ｂ 青少年赤十字文

庫の整備や ALT の

協力によるイベン

トなどを通して、

生徒が図書館に親

しみを持ち、利用

の敷居を下げる取

り組みを進めたこ

とを評価する。 

読書の習慣は

小・中学校でもつ

ける努力をしてい

る。引き続き取り

組んで頂きたい。 

放送活動

を通した

学校教育

の活性化

と、生徒

の主体性

の育成 

生徒が放送業務

を主体的に運営

する環境を整備

し、生徒の活躍

機会を充実させ

る。 

・昼休み、体育祭、

吉峰祭における放送

業務の実施。 

・校外イベントへの

放送担当としての参

加。 

図書･研

修部 

・体育祭、文化祭など

の行事で放送計画を

立て、生徒は主体的に

計画どおり活動でき

た。また、昼休みの放

送を一年間通じて計

画的に実行すること

ができた。 

Ａ Ａ 放送委員会の生

徒にアナウンスを

依頼した。大変好

評で、県運転免許

課からも高い評価

をいただいた。 

生徒主体の取組

は評価できる。 

キ 

学 校 公

開・情報

発信の充

実 

工業高校の魅力

を見直し、積極

的に広報する。 

・学校ホームページ

のＣＭＳ移行や、学

校案内および広報チ

ラシのデザインと配

布方法等に関し、グ

ローバルな視点から

有効な広報方法を検

討する。 

・夏季休業中に１年

生・進路決定後に３

年生による母校訪問

を実施することで効

果的な広報活動を展

開する。 

未来戦

略委員

会 

学年部 

工業科 

・昨年度作成したデザ

インをもとに学校案

内や紙ファイル作成

をした。 

・昨年度に引き続き、

夏季休業中で高 1生に

よる母校訪問を実施

し、行事として定着化

させた。実施できない

中学校は管理職が訪

問し、本校の認知度等

を分析した。また、冬

には３年生の母校訪

問を実施した。 

・富士地域のイベント

ジャトコフェスタ２

科参加 

Ａ Ａ ここ数年でイメ

ージが変わり、充

実した楽しい学校

生活や吉原工業高

校で学ぶことの意

義・魅力の PR 力が

増したと感じる。 

今後、生徒数を

確保するためにも

様々な手法で学校

を PR し、知名度を

上げることは不可

欠。SNS や母校訪

問、体験入学など、

広報活動が数値と

して成果を上げて

いる。 
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公式ホームペー

ジや公式ＳＮＳ

を活用した学校

広報活動を推進

する。 

・投稿担当者を明確

にすることで、公式

ホームページおよび

SNS への投稿月平均

10 回以上。 

・投稿担当者を明確

にしつつ、公式ＳＮ

Ｓを精選統合するこ

とでフォロワー1500

以上。 

教務部 

(情報) 

・SNS 投稿数は 130 件、

フォロワーは 1542 件

となり目標を達成す

ることができた。 

Ａ Ａ ホームページは

各科の紹介が分か

りやすく記載され

ている。デザイン

や見せ方に工夫を

すると閲覧数や認

知度・ブランディ

ング力も上がる。 

毎回インスタを

見ている。行事だ

けでなく学校生活

もわかるのは、入

学者を増やすきっ

かけにできる。 

情報公開を推進

することで体験

入学者数を増加

させる。 

・体験入学参加者数、

前年度比 15%アッ

プ。 

総務部 

・今年度の参加者数は

239人で前年度比 11％

アップしていた。 

Ａ Ａ 前年度比 11%ア

ップという結果を

聞き驚いた。日頃

の努力が数字とし

て表れている。 

STEAM 教育の方

向性もあり、技術

を学ぶ重要性が向

上している。 

体験入学の内容

を充実させるこ

とで工業を志す

中学生を増加さ

せる。 

・体験入学について

「とても満足でき

た」と答える参加者

65%以上。 

工業科 

総務部 

・体験入学について、

とても満足できた

69％ 

・各科で学科の説明す

る場所を設定した。 

・空調可能な設備を優

先して使い、体験実習

を行った。 

・科の代表的な学習内

容を理解できるテー

マを設定した。 

Ａ Ａ 学校の魅力をよ

り深く伝え、入学

意欲を高めるうえ

で継続的なフォロ

ーが重要。本校は

すでに強みを多く

持っているので、

仕組みを整えるだ

けで大きな成果に

つながる。 

満足度が目標値

より高いことは評

価できる。工業高

校の魅力が伝わる

よう内容を充実さ

せてほしい。 
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ク 

自律的で信

頼される学

校事務の推

進 

 

法令を遵守し、

正確で迅速な会

計事務処理を行

う。 

・監査での文書指摘

事項をゼロにする。 

事 

務 

部 

・職員相互にチェック

機能を働かせ、ミスを

なくすことに努めた。

監査での指摘は無か

った。 

Ａ Ａ 監査での指摘ゼ

ロ大いに評価でき

る。教職員の理解

と相互によるチェ

ック、取り組みの

賜物と思う。 

教職員と連携し

た施設設備の安

全 点 検 を 実 施

し、計画的に改

善への取組を行

い、安心安全な

教育環境の整備

を行う。 

・「施設や設備は安全

が保たれている」と

答える生徒、保護者

ともに 90％以上。 

事 

務 

部 

・「施設や設備は安全

が保たれている」と答

えた生徒 90.9%、保護

者 97.2%だった。 

Ａ Ａ 地震だけでなく

豪雨災害への対策

についても継続的

な整備をお願いし

たい。グラウンド

照明については全

面 LED 化を期待。 

保護者評価が高

いことは素晴らし

い。安心できる環

境が整っている。 

ケ 

働き方改革

に向けた業

務改善 

ブラウザ型ＡＩ

採点システムの

導入により教員

の採点時間軽減

を図る。 

・新システム活用に

関する研修会等を開

催し、「採点時間が短

縮された」と答える

教員 95％以上。 

教務部 

・AI 採点システムを運

用するための環境整

備に取り組んだ。 

Ａ Ａ 教職員の負担軽

減のための環境整

備は大変意義があ

る。利便性の向上

に期待する。 

負担軽減に向け

た取り組みは大

事。ただ、生徒の

実態を把握し指導

することは教師の

基本だということ

は守って欲しい。 

定時退勤に向け

た目標を立て、

取り組む。 

・「定時退勤日に定時

退勤に向けた目標を

立てて取り組んだ」

と答える教職員が

95％以上。 
管理職 

・毎月末の調査平均の

延べ数で「定時退勤日

に定時退勤に向けた

目標を立てて取り組

んだ」と答えた教職員

が 98.6％（12 月末ま

で）となった。 

Ａ Ａ 慢性的な人員不

足で結果的に管理

職への負担が大き

くなる。若い世代

が「管理職を目指

したい」と感じら

れる環境づくりを

進めてほしい。 

職員の働き方改

革に向けた意識改
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革が進んでいるこ

とは持続可能な学

校経営の観点から

も重要。 

教員のライフワ

ークバランスの改

善により、学校全

体の健全な運営に

繋がってほしい。 

部活動の活動計

画に基づいた実

施に努めるよう

に働きかける。 

・「部活動の活動計画

に基づき活動でき

た」と答える教職員

100％達成。 

管理職 

・「今年度、部活動の

活動計画に基づき活

動できたか」という問

いに「できた」と答え

た教職員は 100%であ

った。文武両道を重視

して、テスト前の活動

に際して学習会を実

施する団体があった。 

Ａ Ａ 2 年連続で目標

を達成されたこと

に、高く評価する。

今後も活動計画に

基づき、生徒を支

えてほしい。 

テスト前のフォ

ローはいい対策だ

と思う。 

 

 


